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の23％を圧倒的に凌いでいるのである。   
法制度的に見ると、地域民主主義の基底部を為すコミュンとその  
代表者である市長は、長い間、国家による統制の下にあった。現行  

























のかを概観することに限られている。   
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為に有益であろう。   






















ての知事と大部分の副知事が〈委員〉ならびに〈委員補佐〉 となった。  
革命政府として当然ながら、政権内部に強い統制力を保ちつつも改  
革的政策内容を掲げ、く地方分権委員会〉 を設置した。短命な第二  
共和制の下で、具体的な自治制度改革はなされなかったが、「分権  
というテーマは、それがまさしく以前には決してなかったような聴  
衆を得たのである。」（註、Francois Burdeau，Libert6，1ibert6  
localmach6rie！，1983，6ditionsCujas，p．137）  
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ミュンの行政のコード、COde del－administration communale、副  
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題Code municipale〉であって、より分権的な〈コミュンのコード  
Code des comunnes〉 ではなかったのである。このタイトルは、あ  
らゆる特権的目論見から離れてコミュンの生活を維持しようという  
意志を、また、経済、文化など様々な領域で、必用な諸行為、諸施  
策を実現しようとする市民の能力ヘの信頼を裏切るものであった。   





























会を組織するために、議員たちに属している事は明らかである。   
市議会に対しての後見的監督は、48条、52条以外にも細かく規定  
されている。これは、政府が市議会を 〈解散〉 したり、知事が〈暫  
定的にそれを停止〉 したり（第二部、第一章、18条）、上級行政庁  
が特任者（une d616gation sp6ciale）を任命したり（第二部、第一  
章、19条）するとき、また知事が市議会議員の〈辞職〉 を 〈受理〉・  
〈確定〉 したり、〈離職を宣言〉するとき（第二部、第二章、36条、  
37条）、人物に適用される。またそれが、市議会の議決を、〈当然  




度的に介入することで、地域民主主義の発展を阻害したのである。   












主的に運営し得る自己の責任と権限を有する看である。   
第3章75粂においては、「市長は、議会の統制のもとに、」十項  
目の行為を行い得るとされ、議会とその長の独立性が謡われているが、  






位機閑の許可のもとに、」任務を実行すべきとされているのである。   
このような中央政府等からの市長に対する、諸制約に就いては別  










中央権力の圧倒的優位性を物語るものであった。   

























対する除外は39条から取り除かれたのであろう。   
「雇用者は、市議会の構成員である彼らの企業の従業員に、市議  
会とそれに属する委員会の十分な審議に参加するために必要な時間  






























実現にとっての不可欠の条件であったのではないか。（注）   












（註）   
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第1粂 市、県、州はその議決によりその権限に属する事務を処理  
する。  
2 これらは国とともに、行政、地域開発、経済・社会・保険・文化・  
科学振興ならびに環境保護と生活条件の改善に協力するものとする。  
3 市、県、州は市民の自治行政（vielocale地域生活）への参加の  
制度的枠組み作りとその多様性の発現を保障するものとする。  




第3粂 普通地方公共団体と国間の権限配分は、各権限領域と権限  
相当の領域と権限相当の財源が全体として国、市、県、州に割り当  
てられるよう、国の任務とされるものと市、県、州に引き渡される  
ものと可能な限り区別して行われるものとする。（註）   
以上により、国や他の上位機関に対する、市の自治団体としての  
行政的ならびに財政的自立性、従って市に固有な権限とそれに相当  




















状はきわめて未成熟と言うべきであろう。   
さて以上で、原則が確認された。続いて市議会、市長ならびに助  
役の権限等についてごく簡潔に掌握しておこう。（註）   






























している。   









を規定している。   
L．121－36 雇用主は、当該企業の被用者が市議会議員になった時  
は全て、以下の場所に赴き出席するために必要な時間を与えかナれ  
ばならない。   
①議会の全員絵会   
②議員がその構成員であり、市議会議決によって設立された委員  
会の会合  










題や、地域住民に密着する職務の意味をも持っていたのである。   




L．121－26 市議会は、議決によって、市議会の事務を処理する。  
2 市議会は、その意見が法令によって要求されているとき、また  
は県の国務代理官によって要請されるときは常に、その意見を答申  
する。  
3 市議会は、地域の利害に関わる事項について、要望を発する。  
4 市議会は、租税一般法典1650条に従い、直接税市委員会の委員  
として指名される資格のある納税者の名簿を毎年作成する。  






L．121－27 市議会は、毎年市長によって提出される行政決算報告に  
ついて議決する。  
2 市議会は、収入吏の公金収支報告について、最終決算を除き、  
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報告を聞き、討論し、決定する。  






ついて、意見をのべなければならない。   
さて、以上が市議会の権限の概要であるが、   
市長   
上の事情は市長についても大きな変わりはないが、市長が、一方  
で国の出先機関であり、他方で地域の代表者であることから、その  
権限等について紹介して置こう。（註27）   
市長および助役については、F法典』第1編第2部第2章に規定  
されている。この章は3節、26項と若干の規則R占glementsから成る  























対する警戒は有効には働かないことに成るであろう。（註）   
以上が市長の選任、地位、罷免等に関する規定であるが、続いて  




をあげている。   
①市所有地の保全、管理等に関すること．②収入、市立諸施設、   
市会計の監督．③市予算の調整、提案ならびに支払い命令（予算   
は後で別に見る）．④市の公共土木事業の指揮．（9市道路管理に   
関すること．⑥諸契約を締結し、市事業につき入札を行うこと．   
⑦売却、交換、共有等に関すること．⑧原告もしくは被告として、   
市を代表すること．（勤域内の有害動物の駆除に関すること．   
以上である。（註）   
続くL．122－20では、「市長は、さらに、市議会の委任により、そ  
の任期中につき、以下の事項の全部または一部を行うことが出来る」  
とされている。これは17の項目を含んでいる。   
①市有地の配属の決定に関すること．（彰租税の性格を有しない   
使用料の決定に関すること．③起債に関すること．④工事、納品   
及び事業契約の準備、締結、履行ならびに決済に関すること．⑤   
物品貸借契約の締結等に関すること．⑥保険契約の締結．⑦会計   
管理局の創設．（紗墓地使用に関すること．⑨贈与および遺贈に関   
すること．⑲随意契約に関すること．⑪弁護士、公証人等への謝   
礼に関すること．⑫被収容者の要請に応えること．⑬教育施設に  
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おける学級の創設．⑭境界の再設定に関すること．⑮先買権行使   
に関すること．⑯訴訟の提起または提起された訴訟の防手札⑩市   
自動車が巻き込まれた事故の賠償問題の解決．   
以上である。（コメント）  
次にL．122－22からL．122－29で、市長の警察権等が規定されている。   
「市長は、県の国務代理官の監督の下に、L．131－1条以下に定め  
る条件において、警察権力の行使を任務とする。」（L．122－22）   
「市長は、県の国務代理官の指揮監督の下に、以下の事項を行う。   
①法律および規則の交付および執行  
（彰公安上の措置の執行   
③法律によって委ねられた特別の職務  
L．122－24 掲示訴訟法典16条にしたがい、市長および助役は、司法  
警察職員の資格を有する。L．122－25 市長および助役は、戸籍官吏  




第2項 財政（アンケート：財政困難、図表の挿入によりわかりや  
すくする）   
＊法制度   
続いて市の財政についてF法典』の諸規定から概要を把握してお  
こう。（註）   
第一編での、市議会（L．121－27）及び市長（L．122－19ほか）、  
さらに『権利と自由』の財政に関する原則的規定に対応して、第二  
編は財政に当てられ、6吾陀5章からなっている。   
第一部 予算   
L．211－1 市の予算は、収入ならびに支出について、経常部門  
（sectiondefonctionnement）と投資部門（sectiondlinvestissement）  
から構成される。   
L．212－1 市の予算は、市長によって提案され、市議会が採択す  
－31－   
札幌法学22巻1号（2010）  




年2月6日）   
L．212－3～L．212－11、13が削除された理由、及びその内容（な  
ぜ問題にするのか）   
直接税に関すること（L．212－12）、予算の閲覧に関すること  
L212－14などは省略（ここの省略はだめ＝財政民主主義の問題）   








により定められた徴収金及び負担金などである。（註33）   
上とは別に、教育ならびにスポーツ教育施設について、関係費用  
を支出すべきことが唄われている。   
第三部 収入   
市収入を外観する。この第三部は第二編の半分以上を占めており、  
従って多くの規定を含んでいるが、可能な限り、簡潔に纏めておこう。   
まず、市収入全般を章別に概観しておこう。  
第1章 総則、 第2章 租税一般による徴収が許される分担金、税、   
第3章 租税一般法典に規定されているもの以外の負担金、料金  
または払込金、 第4草 地方財政委員会によって配分される経常  
費総合交付金その他の収入、  
第5章 補助金、 第6章 前貸金 公債および公債の担保、 第  
7章 収入と支出の配分の改訂  
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以上のうちで、第3章および第4章がもっとも多くを占めている。   
第一章総則第一節市の予算収入第一款経常部門の収入で、経常部  

































L．231－6 経常部門の非税収入  
①キャンプ場での廃棄物収集料収入、②水道料、③上、下水場への  
接続料収入、④通行税、計量税収入、⑤公共屠殺場の使用料収入、   
投資部門の収入   
投資部門についても、二つの一般的条文の下に、具体的項目を含  
んでいる。  
L．231－7 投資部門の収入はL．231－8条およびL．231－9条に定める  
税および非税収入を含む。  




L．231－9 投資部門の非税収入  
①交通反則金収入、②超過建築密度支払額の一部、③投資および公  
共施設補助金収入、④公共施設公庫交付金  




L．231－12 投資部門の非税収入  
①普通財産の譲渡金収入、②経常部門収入の特別徴収額、③起債に  
よる収入、④協力基金の収入、⑤長期債権、⑥負担付き贈与   
以上が、市財政の概要である。（註35）   
（図表を下に簡潔に、guidestatistiqueを中心に）  
第3項 市間組織（アンケート、図表により簡潔に説明する）   
さて次に、市合併および市間組織に移ろう。（註）   
前述のように、歴史的な中央集権体制に加えて、きわめて小規模  











現行『法典』においても合併は複雑な手続を内包している。   
これらについて、F法典』諸規定に従い概括しておこう。   
市合併については、第1編第1部第2章で、以下のように規定され、  
また第2編第5章でも補助金について幾つかの項目が掲げられている。   
まず、第1編第1部第2章  
L．112－1合併を希望する市の市議会は、単純合併、または1ない  
し数個の連合市（communes associ6es）の創設を伴う合併の手続き  
をとることができる。  





2 投票に由来する経費は、国の負担とする。  
3 第1項に定める投票の制度に適用される方式は、デクレがこれ  
を定める。  
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投票の3分の2が、合併に反対の意志表示をした場合には、当該市  























L．112－14 市の合併の提案は、知事によって、関係市議会の議に  
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ろう。（註）   








制度的・機能的実態の解明は大きな研究テーマと成り得るであろう。   
市組合   
市連合区（I）istricts）  
第4節 財産・債権債務の移管に関する規定  
第5節 広域市岡評議会  
第6章 複合組合（Syndicatsmixtes）  
第7章 広域農村圏（第92－125号法律）  
第8章 広域都市圏（第92－125号法律）  
第7部 新都市（Agglom6rationsnouvelles）  
第8部 特別規定  
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リムーザン   ビカルデイ   バスノルマンディ   フランシュコンテ   イルドフランス  
実数  輪成比（％）  突放  構成比（％）  実数  筒底比（％）  実数  椙成比（％）  実数  構成比（％）   
5州回答者（計85人）  ロ  1．1  4  4．7  6  7．1  6  7．1  68  80．0   
5州市長数（計292人）  6  2．1  21  7．2  15  5．1  凹  3．8  239  82．0   
回答者／州  16．6    19．0    40．0    54．5    28．5   
人口規模別回答状況  
人口規模（本土848市）  
1万人台   2～4万人台   5～9万人台   10－14万人台   15～29万人台  
実数  構成比（％）  実数  構成比（％）  実数  構成比（％）  実数  構成比（％）  実数  構成比（％）   
回答者（計253人）  125  49．4  96  37．9  22  8．7  7  2．8  3  1．2   
848市   451  53．2  297  35．0  69  8．1  18  2．1  13  1．5   
市長職業（5種126人）  
職業（5種）  
教育  医療  幹部  自由  労働者  
爽散  構成比（％）  実数  構成比（％）  実数  構成比（％）  実致  構成比（％）  実放  構成比（％）   
回答者（計253人）  50  19．7  29  11．5  28  11．1  16  6．3  3  1．2   
848市   170  20．0  89  10，5  108  12．7  49  5．8  26  3．1   
所属政党（4党＋無所属）  
所属政党（4党＋無所属）  
共産党   社会党   民主連合   共和国連合   無所属  
実数  構成比（％）  実数  構成比（％）  実数  構成比（％）  実数  構成比（％）  実数  構成比（％）   
回答者（計245人）  27  10．7  82  32．4  40  15．8  46  18，2  50  19．8   
本土全体（848）  104  12．3  249  29．4  156  18．4  176  20．8  144  17．0  
以上のように、人口1万以上のフランスの市長は、典型的には、  
教員や医師あるいは公的ならびに私的セクターの幹部で、社会党や  
共和国連合に所属し、40歳台から50歳台の男性である。   

























G2（q42－q5）政党別問題  左の図は、25の選択  
SE－0・1・4・34●  ●PS5息4．1   
2  
－8 6 －4 －2  
●－1   
PC－1息－0．9   － 
盤 8  
－3  ・UDFl．5，－2．7  
備   
RPR－5．64．4朗 ‾4   











政党別の差異は大きく   
????????
政治：地域民主主義、影響団体等 経済：失業・雇用、財政減資等  












基本的   域 民   
力   
義   
PC（27）  5  0  2  3  25  5  4  17  2  3  7  2  10  18  3  5  田  5  7  16  2   
PS（82）  26  3  3  四  74  29  21  49  17  26  15  12  39  30  8  14  29  32  28  51  12   
UDF（亜）  6  2  6  B  27  15  8  19  8  16  13  9  14  8  4  3  19  13  12  17  7   
RPR（46）  4  n  3  7  35  21  10  24  13  15  10  10  12  20  10  13  18  17  13  18  6   
SE（50）  7  2  6  6  47  20  m  24  10  12  8  14  21  16  8  12  20  15  19  28  7   













人に比べて中間的な諸団体や   
SE（50）  43  9  45  5  12  14  27  ロ  5  8   















G3（q42－q7）政党別立候補理由   
8   
PC55．1，7．5・   
6-- 
理 4  
RPR－26．3．0．22   
00ー40●一元   20     40    咲）   
－2   
現 －4   
●SE－4・0・－7・8‾6  
UDF－31．1．イ．7‾8  
個人ご →社会   
?????
傾向にある0無所属が 社会：閉体安謂、政党代研 個人：経歴、指導的性格等  






























UDF－4．0．5．1   
15－10－5   5101520   
－3   
－8  
PS－l．0，－10．7●  PC15．4．欄．2  
????????
個人← →社会   
社会：聴取力など  個人：意志力など  
理念：企画力など  技術：分析力など  
具体的実現の為には、技術的・事態対応的能力を活用することに力  
点を置いているということに成るのであろうか。   











－43－   
札幌法学22巷1号（2010）  
Q42－Q6政党別支援人物  
SE・2．7．21．6   
政 20  
治 
的 10-- 
●RPRl．6，5．3   
－10  －5   5  10   
－10  PS6．4．－16  
政 
－20  
－30   ●PC2．6．－31   
?????
行政的← →政治的  
Ⅹ軸 政治的：助役など 行政的：市幹部など  











































一位  二位  三位  四位  Total   
PC   8  3  9  6  26   
PS   19  9  28  12  68   
UDF   10  7  7  9  33   
RPR   9  6  10  9  34   
SE   4  8  8  13  33   








うが、ここでは踏み込めない。   
以上、市長が自治体運営に当たって参考とし、あるいは支援を得  
る相手について見てきたが、当然、運営に当たっては様々な困難が  



















































































SE   21  40  10  17  23  7  15  2    10   
















一48－   
フランスにおける地域民主主義の一美相（鈴木）  
に問題を解決しようと  










15  ●RPR34．4．13．4   
法的－  
10  
SE・8．6．6．8   
－80－60 －40 一加  20   血   斑） 駁）   
－5  
政 －10  
的  －15  
－20   
???
政治← →社会  
社会的：影響団体  政治的：野党議員  







決するはずという）根本的問題を感じているのであろうか。   
続いて、自治体が実施すべき改革、その実施の条件とも結果とも  












－49－   
札幌法学22巻1号（2010）  








も重要な改革課題であり  Q42－Q20 優先改革  
PS6．2，11．8   
治 
体 
－42   2  4  6     8  












依存← →自立  
自立型：地方財政改革   依存型：国の補助修正  












自性がここにも見られる。   
上では、財政問題が最重要改革事項である事が明らかとなったが、  
























15   ● RPR6．9，15．9   
体  5   ●SE5．5．7．2   ●UDFlOユ4．5   
－25  －15    －5 ●   5  15    25   
特 PS－3・2・－1・8－5   
殊  
一15  
●PC－19．5，－25．8  －25  
????
行政← →社会  
社会的：税不足、住民要求  行政的：人件費、快諾移管  







共産党が最も少ない（22％）。   
実施すべき優先的改革の中で、行政部門に関する一般的改革事項  
が示された（間20）。ここでは、市の内部的な組織や事業運営に閑  

































20  PC50，3．19．2●  
自発 
15  
型 10  
UDF－11．4，1．75   
－60－40－20   －5   20     40    60  
依 
存型  
RPR－13，－14   
－20  
???
機構型← →開発型  
開発型：吏貝教育  棟構型：組織再編  
自発型：幹部教育  依存型：キャリア登用  
































































30   PS48．7，30．0●  
20   
10  
PC－43，4．0．2 ●．  RPRl．9，刀．3 
●▲●    ・■       ●  2b   40   60  
－10UDFO．7．－7．4   
－20  
SE－7鼠－22．5●   
－30  
???????
現実← →理念  
理念的：自立性増加   現実的：財政手段減少  
政治的：民主化など   行政的：負担増加  
比べて圧倒的な選択率である。地方分権の具体的保証となる財政的  







































































却   
－  
SE12．7．6．1・   






10   
型－  RPR155ヱ．1   
1 20    40    仰   00  
実務 
型  －10  陀655．・12．3・  
消極←  →積極  
積極的：計画実現    消極的二倍報収集  
共同体：市の知名度   個 人：訊貝報酬  
道義型－ →課毯型  
課祖塑：菅任の増加   道長弱：悪イメージ  























－57－   
札幌法学22巻1号（2010）  














県  市名   人口  職員数  借入金  失業率  市長所  市長  市長職業   
FparH  （％）  属政党  年齢  ＊議眉兼任状況   
80  AMIENS   131．000  2300＋500  8000   14  P．R．  51／60  恕tg占n占rdd■assurances   
92  VANVES   26．000  450  26000  mOyenne  P，S，  41／50  Administrateurcivi1   
92  FONTENAY auXrOSeS  23．000  350＋250    mOyenne  P．S，  31／40  M占decinhospitalier ●Conseillergen（；ral   
92  VILLENEUVE  23，800  380    19一→16  U．D．F，  ＞81  Ancieningenieur   1a－garenne     （95）（96）    ●Conseiuerg占n占ral   
77  SAINTFARGEAU  12．000  250  4754  10－11  S．E．  31／40  Instituteur ●Conseillerだ‘n（くral   
94  IVRYsurSeine  弘000  1150  Fort   12  P．C．  61／70  M占tallurglSteretrait6 SuDDIE：antdedt；Dut（；   
94  LAQUEUEenbrie  11，500  242  3649  ＆7  U．D．F．  41／50  Chefd’entreprlSe   
92  GARCHES   18．100  283  3700  5．5  R．P．R  41／50  Conseillerd’entTeprise ●Co】1Seillerg占nera】   
92  ANTONY   57，000  650＋450  6200   9  R．P．R．  41／50  Avocat ●D占put占   
93  CLICHYsousbois  28．000  450total  5000  18（3040） nuartiers  P．S．  41／50  M‘decinp占diatre   
93  ⅤILLEPINTE  34，000  800total  14000  mOyenne  P．S．  51／60  M占decingen占raliste   
59  SA工NTPOLsurmer  24，000  380＋120  5627   19  R．P．R．  31／40  M占decin   



















3－2 質問部門別概要   
ここでは、幾つかの質問事項について、政党や年齢あるいは、市  
規模や議員兼職状況などを考慮に入れながら考察することとする。  


















どうお考えですか。   























































は反対である。   
民主連合の3市長に共通するのは、プラグマティズム、レアリズ  
ムである。書面回答でも、民主連合の現実主義は随所に見られたが、  




































































て賛成、3についてはコメントがなかった。   























































































































































































れるであろう。   
無所属もサン・ファルジョー・ボンティエリのみである。同市は、  
「発展計画への結集」を標語に、「田舎的都市」（Rufbaind＋ufbain）  



















































政党  市  名  間15  間22  間24  間25  間26  間2  間28  間3  間32  間5  間6  間7  間A  問B   
RPR  GARCIiES  ○  N  ○  ○  ○  N  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ／   
RPR  ANTONY  ○  N  Princlpales  ○  ○  N  ○  ○  ○  ○  ○  N  ○  ／   
RPR  SAmTPOL  ○  ○  N．pasdejoum山  ○  ○  ／  P  N  ○  N  N  ○  ○  ○   
UDF  AMIENS  ○  ○  ○  ○  ○  ／  ○  ○  ○  N  N  ○  ○  ○   
UDF  VILLENEUVE  ○  N  N．pasdejoumal  N  ○  ／  P  N  N  ／  N  ○  ○  ○   
UDF  LAQUEUE  ○  ○  ○  ○  ○  ○  P  ○  ○  N  ○  ○  ○  ○   
PS  VANVES  ○  ○  N．pastoutes  ○  ○  N  ○  ○  ○  ○  N  ○  ○  ○   
PS  FONTENAY  ○  ○  N．pastoutes  ○  ○  ○  P  ○  ○  ○  N  ○  ○  ○   
PS  CLICHY  ○  ○  ○  ○  ○  ○  N  ○  ○  N  N  ○  ○  ○   
PS  VILLEPINTE  N  N  ○  ○  ○  N  P  ○  ○  N  N  ／  ○  N   
PCF  ⅠVRY   ○  ○  ○  ○  ○  ○  N  ○  N  N  N  ○  ○  （⊃   






















































































































































ー76－   
フランスにおける地域民主主義の一実相（鈴木）  
追記   
本号所収の「鈴木礼暁教授 略歴」からも明らかなように、鈴木  
先生は、2009年6月10日に、お亡くなりになった。おなじく、「鈴  





究にも注意をはらってこられたことはいうまでもない。   
こうした研究歴をおもちの鈴木先生の追悼記念号を刊行するにあ  
たって、ご遺族の方に、先生の遺稿がないかをお調べいただいた。  










－77－   
